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IV おわりに
I はじめに
性犯罪等の累犯者に対する再犯防止対策は度重なる累提処遇に関する法改
正によって講じられてきたが1)， 2007年7丹{こ刑事施設を出所したばかりの
性犯罪累犯者による男児の強姦事件 (Evrard事件)をきっかけとして，サノレ
コジ大統領の指示のもと，保安留震に関する法案が2007年 1月28日に国
民議会に提出された。この法案が制定されるまでに，処遇国難者に対する 3
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通の報告警が提出されている。まず， 2005年 7丹に提出された保健衛生・司
法委員会の報告書は Burgelin破棄院名誉検事長を委員長として取りまとめ
られたものであり，刑事責任無能力者についてその行為を帰責できるかを'1~U
断する公判を予審判事によって事件が提訴された裁判所に導入すること，刑
事責任が認められる危設な犯罪者に適用できる保安込分を導入し，刑期終了
後，裁判所の決定に基づき鵡院でも刑事施設でもない施設に監置することな
どが提案された凡その数か丹後， Goujon議員と Gautier議員の 2名の元
老院議員によって元老院に提出された報告書では，重大な犯罪で訴追され有
罪判決喜子受けた者の精神状態を公判の前後で評臨する捷命をもっ学際的鏡定
センターの創設，精神障害のある危険な犯罪者を受け入れるために特別に整
備された長期滞在用の医療施設を創設することなどが提案されたへさら
に， Garr乱ud議員を委員長とする委員会が提出した報告書では，予審開始決
定及び有罪判決を受けた者の危倹性を判断するため学際的委員会を創設する
こと，可法手続において収集された儲人情報台l陵情録)金作成すること，
約千1I1能者によって免訴になった者の刑事責任は裁判所によって判断されるこ
と，社会訪衛のために保安処分としての追跡監視処分を導入すること，社会
防衛のための閉鎖施設を創設することなどが提案されたりc これらの報告書
を小心に可法省において今回の法案が作成された51勺
法案提出後，緊急手続によって国民議会及び元老院で審議され，保安留置
と精神障害による刑事免責宣告に関する 2008iド2月五日法 (LoiIJO 2008-174 
du 25 fevrier 2008 a laretc!1tion de surete et a ladeclaratio!1 d'irrespo!1s乱bilitepenalと
pour cause dc troulヲlemental)6Jとして成立するに至った。
既{こ，社会内司法追跡，性犯罪者等の自動化された国家可法ファイノレ(デー
タベー ス)(ficier judiciaire national autOI11礼lisedes infraction sexuelles.以下 fIJ八ISと淡
認する)7)への登銀，司法監援などの制度がこれまでの改正によって導入され
ていたが，受刑者が同意していたにもかかわらず治療や携帯型電子監視装誼
の着用を拒吾したり，国家可法ファイノレ(データベース)への登録によって生
じる所在報告義務に違皮したりするなどの制度上の問題点が明らかになっ
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た。このような状況の中で，保安留置及び精神障害による刑事然答賓の宣告
に関する 2008年2丹25日法は以下の自的を実現するために剥定された。ま
ず，第 1の目的は， とりわけ性器罪など未成年者に対して犯された重罪で有
罪判決を受け刑事施設出所後も特に危換性があると判断される受刑者の支援
を保障することである。そのために，再犯の愈険性が高い場合には保安社会
i芸壌司法センター (Centresocio-mcdico-judiciairc dc 泌氏te)に保安留置すること
などをはじめとする処分の導入が罰られている。第2の目的は，精神障害念
理由として刑事賞授がないと判断された犯罪行為者に対する司法当局の治療
処分をより一貫し，より効果的で，よりわかりやすいものにすることであ
る。第3の百的は，i合壌命令の規定の有効性合強化することである心。
すれば，刑期終了後も性犯罪などのE重大犯罪の再犯の危険性が高いと考えら
れる累担者を可能な限り匿療刑務所などの施設に詔置することによって，再
把守防止し社会全i吉衛するために今回の改正が実現されたと評慨することが
できるであろう。
保安留置 (r己tentionde su山 te) とは，慾役刑の執行後，再犯の蓋然性が極め
て高い危険な者を保安社会医療可法センターに留霞する例外的な処分であ
り，医学的，社会的，心理学的な支援を行い，危険性が持続する限り，期保
全設けずに寵霞令続けるという処分である。保安監視とは，危険殺がそれほ
ど高くない者に対して適用される処分で，単に自由を制限する処分である。
保安監提 (survcillancedc surcte)は，社会内可法追跡及び可法監視と荷じく，
治療を命じ携帯型電子監規措置下に註〈処分であり，危険性が認められる
限札期設を設けずに処分を継続することが可能である。
ただ，保安留置処分は対象者の自由を極めて著しく制限する処分であるこ
とから，その導入に対しては重大な人権i侵害をもたらすとの非常に厳しい批
判が加えられている的。さらに，議会で採択された法案では，本法施行以前
に該当する努を犯して有界判決を受けた者に対しても， 3遅j及的に保安穏置の
適用が認められる規定 (208年法13灸)があったことから，この点が遡及処
罰の禁止に違皮するのではないかが問題となった。憲法院は 2008年2月五
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EIの決定10)において，保安留置及び保安監援は刑罷でもなく制裁でもない
ので，保安留置及び保安監視をナ導入することは憲法違反ではないこと，保安
留置は刑罰・制裁ではないことを認める一方，保安皆霞処分は認めて厳しい
処分であることを理由に保安留置について遡及適用は認めないとする判舗を
示した。ただ，保安監視処分については，保安寝霞よりは緩やかな処分であ
ることから，遡及適用は可能であると判断しているc この憲法院の判断は，
本法の立法の背景ともなった，極めて再犯の危険性が高い犯罪者をできる限
り社会から隔離して社会の防衛を関るという当初の呂的合実現するためには
一つの欝害となったことから，大統領は Lamanda敏棄続続長に対してこの
判断の網をくぐるための手段を検討するように依頼し， 2008年5丹30日に
大統領に 2008年法の改正提案を含む報告書が提出された11)。
憲法院の半日舗によって，本法施行以前に既に該当する犯罪で有罪判決を受
けていた考については，釈放後期鹿に保安監視下に置くことは可能である
が，保安留置については， 2008年2月26臼以降に犯された重罪で、有罪判決
~受けた者に対してのみ可能であり，実轄に保安留置が適用されるのは， lS 
年以上有期懲役判決ぞ受けた場合，刑期の短縮を考慮しでも，最短でも 12
年後，すなわち 2020年以降に刑:誌の執行後にflJ臨に適用になることになろ
う12)。ただ，これは通常の手続に従った場合であって，保安留誼の適用は
2020年頃合待たずとも可能になる場合がある。例えば，保安監視下に置か
れた者が課された義務を遵守しなかった場合には，保安詔謹処分を適用する
ことが可能になる。したがって， 2008年2月26EI以前に遥用の対象となる
重罪を把した行為者についても，保安監視処分の適用を経て，保安留霞ぞ適
用することが可能になり，保安留置を簡接的な方法で遡及適用することが準
備されている 13)。憲法院の判断が示されたことにより，保安留置処分が誼
接適用されるまでは，保安監損処分が重要な位置を占めることになる c この
ように保安留置はあくまで例外的に適用される処分であり，実務的には保安
監視処分が一次的に重要となるが，条文の記畳は保安留謹が保安監視の前に
置かれている二とを考慮して，保安留寵，保安監視の順に概要全検討する c
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その後，本法のもう一つの柱である資任無能力者に対する保安処分について
もその捜要を検討しておく。
また，今回の改正による本格的な保安娃分の検詩に入る前に， 2008王手法
以前に既に存在していた保安処分としての性格そ有すると考えられる社会内
司法追跡，可法監視， FIJAIS，携帯型電子監視措置などの諸制度についても
概観しておくことが，フランスにおける保安処分の全体操そ考える上でも
要であると認、われる。これらの純度は保安留置，保安監視導入後も相互に様
完する役割合果たすことになるからである。
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I 2008年 2月25日法による改正以前の
保安処分類似の制度
既に述べたように， 19ヲ8年の社会内司法追跡の導入以降，可法監読， FIJAIS， 
携帯型電子監規措績なじ保安処分的な性格含有する娃分が次々と整備され
てきている。そこで， 2008年法による本格的な保安処分の導入以前に存在
している諸制度を概観しておく。
1.社会内司法追跡 (suivisocioポldiciaire)
社会内司法追跡は，性犯罪の予防と処罰及び少年の保護{こ関する 1998年
6月 17司法によって導入され， その後， 2004年 3月9日の PerbenI法1)に
7)7 
』旬』
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より改正され強fとされた人その後，累犯処j患に関する 2005年 12月12日
法， ds努の予防に関する 2007年3月5日法，成人及び未成年者の累犯者への
対策を強fとする 2007年8月10司法などによってその適用範留が拡大されて
きた叱社会内司法追跡については，刑法 131司36司l条乃至 131-36-8条，刑事
訴訟法763-1条乃至 763-37条，保健衛生法L.3711-1条乃至L.3711-5条に規
定が罷かれているつ社会内司法遺跡は，性的犯罪及びその{訟の採で有罪判決
を受けた行為者に対して，判決裁判所‘によって言い渡される処分であり，刑
事施設で服役後出所した受刑者のE司法的監視と必要な場合には医学的な監視
も含み，社会復帰を捉迭することを罰的としている。社会内司法追跡:は社会
内処遇の一態様である。社会内司法迫践を言い渡された者は，行期裁判官の
監替のもとで，判決裁判所が言い渡した期間について，再把を予防するため
の監視または援助という処分に服さなければならない。期間は， !経界につい
ては 10年，重罪については 20年と定められているが， 20例年の法改正で，
特に理由を付した決定によって軽罪の場合でも 20年に延長することができ
る。また， 30年の懲役刑に処せられる重罪については，この期間は 30年で
あり，然期懲役に処せられる重苦手については， この処分合対象者の死亡まで
無期限で言い渡すことができる叱 2005年の改正では，従来の基本的な概念
は経持しつつ，適用範障を拡大し，その内容を檎強する一方，新たな類型も
作り出している。 2007年8月10日法による改正については後述する c
社会内司法追掛の法的性格については，補充荊と保安処分の中間に位置づ
けられているが，立法者が社会内可法追跡の法的性格を暖昧にしたのは，箆
学会の開窓を;，f与やすくするための考癒が勘いたとの指議がなされているわ。
ただ，破棄院は社会内司法追跡、を祷充刑として位置づけており，遡及して適
用することを禁止している叱
社会内司法追跡が現実的に判決裁判所によって言い渡されたのは 2000年
からであり， 2000年には 265件であったが，その後徐々にその適用は増加
し， 2001年では421件， 2002年では642件， 2003年では853件， 20例年で
は1055件， 2005年では 1136件， 2006年では 1209件， 2007年では 1285件
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となっている7)。
(1) 社会内言語法追跡が科せられる犯罪の範沼
2005年の改正で，社会内主立法追跡を科せられる犯罪の範簡が拡大されて
いる。従来は，性dB鍔と関保する犯罪類型，例えば，強姦，拷問もしくは野
蛮行為を手段とするもしくは付随する故殺鍔または謀殺界，性的攻撃の捺，
未成年者の誘惑の罪，未成年者のポノレノ(わいせつ)映像録画の罪，未成年
者」に対する暴力的またはポノレノ(わいせつな)メッセージの配布罪，未成年者
に対する性的侵害罪などが対象とされてきたが，改正により，殺人罪，謀殺
罪，毒殺弊，拷閉または野蛮行為の罪，誘拐及び監禁の界(刑法224-1条乃.=E
225-2条l，爆発物または放火による財産の故意の破壊の罪(刑法322-18条)に
その適用が拡大されている。したがって，社会内司法追跡が科せられる犯罪
については，改正後は性的犯罪に罷定されてはいな~，8)。さらに， 2007年 3
月の法改正で，カップノレ問での暴行，尊属または親権者による未成年者に対
する暴行に対しでも適用が拡大されたへ
(2) 社会内弓法追跡の一般的内容
社会内司法追跡そ命じられた者には，行班裁判官の駈F好のもとに置かれ，
刑法 132-45条に規定される監視処分が諜せられることになる。すなわち，
会行刑裁判官または指定された社会福祉職員の召喚に応じること，争社会
福祉職員の訪問を受け入れ，生活手段及び義務の履行を監督することを可能
にする情報または証拠書類を社会揺社職員に報告すること，ミ主;社会福祉職
員に転職{e報告すること，毛主社会福祉職員に住所の変更または 15日公超え
る期間の移動及び移動から茂ったことを報告すること，事海外へ旅行する
場合，職業または住所の変更が義務の履行に障害をもたらす可能'段があると
きには，事前に行璃裁判官の許可を得ることなどの義務を負うことになる。
その他に，刑法 132-45条に定める義務のいくつかが諜せられる。生}仕事を
するかまたは教育もしくは職業訓練を受けること，安定められた場所に崩
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往すること，密入院して健康診断，治療またはケアーの処分を受けるこ
と。受刑者が薬物を使用しているかアルコーノレ欽料を常習的にまたは過度に
摂取していると思われるときには，保龍衛生法L.3413-1条乃至L.3413-4条
(200i年 3月5El法{こよち改正)に定める治療命令処分{こ顕することになるが，
治療命令の内容は健康診断，治療またはケアーからなる (200i年 3月5日法{こ
よ与改正。主主体罰百には，慾燦診断の結果，肉体約または議事ド約な築物等の依存症状が認め
られた場合，復学的な治療を受けまたは適切な主主学的取視の対象となるように，手fl介医
(medecin relais)は対象者が薬物中主義者の治療を専門とするセンターまたは自ら選択した
医師がいない場合には1義援で選任したi支部のもとに出綴するように促す)，家族の扶
に貢献しているまたは養育費を定期的に支払っていることを証明するこ
と， p世帯私訴に対する決定が出されていなくとも，資力に応じて，犯罪
によって生じた被害の一部または全部を賠償すること，審有罪判決を受け
て資力に志じて国庫に支払うべき金額を支払うこと，名道路交通法に定め
る免許の種類によって決定される自動車の運転を行わないこと，容犯罪が
実行されたときに就いていた仕事に従事しないこと，特に指定された場
所には赴かないこと，賭け事をしないこと，特に勝，馬投票組織には参加
しないこと，金酒類販売路には出入りしないこと，争犯罪に関与した正犯
または共犯者である一定の受刑者との交流をもたないこと，⑬犯罪被害者
との交流をもたないこと，♀武器を所持または携帯しないこと，四輪
・二輪車の運転中に犯した界については実費で交通安全のための研修合受
けること，差益自らがlEdBまたは共同正把として実行した犯罪にかかわる
fFまたは映像化作品を流通させないこと及び当該犯罪に関する公の発言診し
ないこと，登裁判所の決定によって親権が吋与された者に子供it'引き渡す
こと，移市民としての研修を受けること，事費三龍者，内縁関係にある者，
PACSのパートナー，その子供に対して犯苦手が実行されたときは，配偶者，
内縁関係にある者， PACSのパートナーなどが居住する場所に近づかないこ
と，などである。さらに，刑法 131-36-2条では，以上の義務に追加して，
会その謹製は関わず特別に指定された場所，特に通常未成年者合受け入れ
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る場rには姿を現さないこと，安必要な場合には裁判所によって指定され
た人を除いて，ある掻の人またはある範轄に入る人，特に未成年者と頻繁に
会い関需をもつことがないようにすること，ミ~，未成年者と習慣的に接触す
ることのある職業活動またはボランティア活動を行わないことなどが義務づ
けられる 10)。なお，どの義務を課すかについては判決裁判所または行刑裁
判官が決定する。さらに，この他にも， 2005年法による改正によって携帯
型電子監視措置下に置かれることが特別な義務とされ，さらに 200i年法に
よる改正で治療命令が反対の決定がない限りは義務づけられることになっ
た。この点については後述する c
(3) 社会内笥法追跡の医学的内容(治療命令)
治療命令は，訴追された者が治療の対象となりうるとの援学的鑑定を受け
た場合に，判決裁判所によって言い渡される強姦後もしくは強姦に付
随する未成年の殺人または謀殺，または，拷問もしくは野蛮行為の場合につ
いては，鑑定は2名の専門家によって仔われなければならないc 治療命令ぞ
1'1'わない社会内可法追跡の判決が出主れた後で，司法官によって命じられた
鑑定の結果，治療が可能であるとの判断が示された場合，行刑裁判官は治療
命令をざい渡すことができる(刑訴法 763-3条)呉体的に想定される事例
は，公判段階で被告人が性犯罪の事実を百認しそのために治療が関難で、ある
と特断されたが，刑が執行される認に， I~I らの W~~認め治療が可能になった
と判断されるような場合である。この場合には，新たな鑑定~受けて，行刑
裁判官が社会内司法追跡での義務として課される治療命令を言い渡すことが
可能となる。
治療命令については具体的には以下のような手順で、行われる。主治医は，
受刑者に対して，一般的には f科学的な去勢Jと称される性欲を抑制する医
薬品を処方する。主治毘は，この医薬品が販売を許可される前であっても，
投与することができる。この治療を行うに際して，主治医は，少なくとも 1
年に I度，書面により更新された患者の伺意を得る必要がある。患者がこの
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治療を7拒否した場合，自動的に処罰されるわけではないc 主治患はコーディ
ネーターである医師に，治療の実行が難しいことを知らせることができる c
コーディネーターである医師は，この事実を行刑裁判官に知らせる権限そも
つO 通報公受けた行刑裁判官は，社会内司法追誌の条件を遵守しなかったこ
とによる刑事的制裁を発動するか否かを，時間をかけて決定する。ただ，社
会内司法追跡を科せられた受荊者は必ずしも購入で、はないので，治療の担当
としては医師の他に心理学者も認められた。受刑者に，担当者を医師にす
るか心理学者にするかの選択が認められることになる。心理学者比性欲を
抑制する器薬品の処方以外は，医師と悶様の治捺~行う 13) 。
社会内司法追跡は社会内処遇であるため，涼那として剤事施設出所後に適
用が調始されることになるので，治惑の開始も原則的には出所後となるが，
治療命令に隠しては刑事施設の収容中であっても鰐外的に治療を掬始するこ
とは可能で、ある。 7こだ，雨期の執行中で既に自由を剥限されている者につい
て，さらに治療を義務づけることは二重の意味で自由を制限することになる
ので，その適用にはいくつかのハードルが設けられている。まず，受Jflj者
は，裁判長から刑期の執行中に治療を開始する可能性があるかについて通告
を?受ける(刑法 131-36ω4灸 3項)。また，治捺は適切な心理学的・医学的な調
査が保障される施設で行われる必要がある(刑訴法 763-7条1項しさらに，行
刑裁判官は， 6か月ごとに少なくとも 1間，治壌を子爵始する可能性について
受瑞者に知らせなければならない(刑訴法 763-7条2駁)1心。従来から，社会内
司法追跡を言い渡された受7持者に対して刑務所において治療を?開始すること
は可能であったが(別訴法 763-7条)， 2005年法による改正後は，社会内司法
追跡を科せられる罪を犯したと認められたが有罪判決を受けなかった行為者
に対しても社会内司法追跡を言い渡すことができるようになった(刑訴法
717-1条3項4Ji:O。この処分は，保健衛生法の性犯罪者の予訪，治療命令及び
社会内可法追跡に関する規定(保健在罰金法 L37ll-1条乃奈L.3711-5条)1こ従って
適用されるお)。なお，この治療を?受けることにより，刑訴法 721-1条によっ
て補充的に刑の減軽1:受けることができる。 治療を拒否した場合，処罰され
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ることはないが，社会設帰に向けた真剣な努力をしていないと判断される可
告~'11:がある則。
社会内司法追跡の義務として治療命令が課されている場合であっても，治
療を受ける対象者が治療について向意合していることが必要であるつ判決の
しの際に，裁判長は，被告人に対して，いかなる治療も本人の同意なく
して行われないこと，ただ，治療を拒否した場合には裁判所によって言い渡
された自由刑が執行される可能性があることを説明することが求められてい
る (刑法 131-36-4条2君主)。
(4) 受刑者に対する医学約及び育法的な処分
成人及び米成年者の累犯対策合強化する 200i年8月10臼法の毘的の一つ
は，性犯罪等の重大犯罪で有罪判決を受けた受刑者に対する医学的及び司法
的な監援を強化することであったli)。そのために，社会内司法追跡を科せ
られうる犯罪(殺人罪，性犯払監禁罪・略取罪，児童ポルノ隠連界，未成年者誘五~~Ic!
等)の行為者に対する治療が可能であるとの鑑定結果が出された場合で，社
会内司法追跡が言い渡された場合，保護観察喜子伴う執行強予のfすいた拘禁刑
い渡された場合，釈放された受刑者を司法監視下に置く場合，刑事施設
収容者を仮釈放にする場合について，行為者に対する治療が義務づけられる
ことになった。受刑者が治療を?担否する場合には，社会内司法追跡の執行，
執行猶予の取法し，司法監視下に置かれた受刑者の刑の減軽が取り泌され再
度刑事施設に収容される，i反釈放の取消し，などの制裁が即座に遊尽され
る18)。
この改正により，より効果的な盟主学的i=司法的な監視を実現するため，
コーディネーターである医師(認整医)が，受問者の治療を担当する主治医
と行刑裁判官との閤に介入することが可能となった問。また，性犯罪等で
刑事施設に収容されている受刑者に対して，収容やも治療をヲ義務づけ，刑期
終了後も将来的に社会内司法追跡~科すことによって治療ぞ継続し，再犯の
防止を関ろうとしている。
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保健衛生法L.3711-1条
刑法 131ω36-4条及び 132-45-1条並び{こ刑事訴訟法 i23-30条及び731-1条{こ定め
る治療命令の遂舟について{ま，行.lfU絞判官は，検察官によって設けられた適切な研
修を受議した紛争1科医または際的のリストから，以下の喜mHと担当するコーディ
ネーターの医附ぞ指名する (2008"F 2月25日j去によち改正)。
1号・訴訟の途中に，場合によっては自由加の執行の途中に，行われた鐙定を考
慮して，受JflJ者{ニ担当医ぞ選択するようにi廷すこと。 5差別基まが行った医師の選
択について怒見の一致喜子見ない場合には，コーデイネーターの医仰の意見:こ基
づき，行別委託料1ぎによって担当i乏が指名される。
2号・総当E震が求めたときにはm導(助設)すること c
3号・治療命令の監習に必要な情報(資終)Hr.lf日裁判官または保護緩室長担当官
に伝達する。
22守
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4号・担当医と迷践し， <社会内主司法追跡，保護絞祭を~f.う 1刊の執行総予もしくは
司法監視の期間の終了~迎えた受問者または仮釈放される受刑者> (200R年 2FJ 
25日j去により改正)に，可法当局の磁管が存f:Eしないときには治療継続の可能
性合通知すること，及び，行われている治療の進展を終に考慮して必要かつ会
想的であると評悩する態様及び期間を示すこと c
5号・治療命令措置に隠する主主潟的な評語liの実現及び研修覚び{こ研究活動{こ協力
すること (2008年 2Fl 25日;去によち改正)c 
L.3ill-2条
1項.t史王室及び予言芸の期間{こ行われた医学的緩定の報告主?，場合によっては，ヲ主
主義終結の諮求，事委罪裁判所への移送命令， )Jilll1 lbt:への訴追の決定，子信1I~判決，
必重さがあればその他のあらゆる証拠書類{ふ主治医の姿求:こ基づき，コーディ
ネーターである医師を介して..=ti台!涯に提供(伝達)される令自由刑及び社会
内司法追跡の執行ゃに行耳IJ裁判官によって命じられた鐙定報告書についても同
様である c
2項・刑法 226-13e長の規定(秘絡溺示罪) (こ違反することなし刑事線設におい
て治療をお当する医師は，受刑者について有する信号裂が主治医に渡されるため
に，コーデイネーターである医師にその情報を擬供する (2008年 2月25日j去
により改正)c
31資・行刑主主'1IJ'ef(ニホIして受刑者が治療命令の遂行合説明することができるよう
に，主治医{ま定期的{こ治療経過の a注I~J;与を発行 (mí)<lする c
L. 3711-3条
i羽・主治医(ま. JflJ法 226叩 13 条0) 革líË(こ ;1主泌することなく，行JflJ主主将 ~î~{ または保
護綴祭主:f'こ治療の中断念通知する tilr浪合もつl:ifl笈がfj-JfIJl，文'lIJ'r'fまたは係議
筏祭下f!こ通知lしたときには，コーデ1:1、ー ター である17ミf:il(調終I'JD (こも日1阪
にそのf'lニを:').弱主fIずる c
2漬・守二;合廷は，同僚に，治療の執行にあた与'1'.じたあらゆる問題をふ前墳と何
様の条悦二のもとで，行}阿波判官または保護観2長官(こ通知する権限をもっコー
ディネーターである医師(識さ窓際)に通知する c
3現・主治医lま， n電機に，行JfU裁判官{こ対して医学約鑑定を命じるように提案す
ることカ3できる c
4項・主治医は，受刑者の者宮司による及び少なくとも 1年{こ 1皮更新された同意
をナ得て， 性W~ 告示減返させる効5誌をナもつ薬剤を利用する治療合命じる権裂をもっ
(2008年 2Fl 25日j去により改1E)。
L. 3711-4条
l設は，コーディネーターである医師(調整i歪)にかかわる支出ぞ負担する O
L. 3711-4-1条
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Pl長・受刑者の人格が正当化する場合，コーデイネーターである底的(調皇室陵)
は，受刑者{こ主治医の{告に，三主治医の代替として， 5 i手以上その殺にある訟
当心躍学者を?11'1選択させることができる (2008i:F 2月25El法により改正)，
2項・ゑi台i歪に適用される L.3i11-1条乃玉三L.3711-3条の規Aは， L. 3ill-3条の
最終演に定める規定を添いて，:fs当心耳立学革まにも適用される。
L. 3711-5条
本mの適用に関する態様はコンセイユ・デタ([認務!涜)のデクレにより主主める
16) ).-H. Robert， op. CIt.， n()39， p.11. 
17) Loi n() 2007“1198 du 10 aout 2007 rentorcant la lute contre la recidive des majeurs 
et des mineurs， ].0.， 11 aout 2007， p.13466. 2007主l三8月 10日j去の解説としては，
j.-H. Robert， Le plancher et le therapeute. Commentaire de la loi n() 2007ω1198 du 
10 aout 2007 renfOI可ant1立lutecontre la recidive des majeurs et des mineurs， Dr. 
pell.， ;¥;0.10， 2007， p.6，特lこ治療命令については p.12以下を参nな。
18) 2007:f手法による改正については， Robert， op. cit.， n()24 et 5.， pp.12 ct s; Desportes 
et Le Gunehec， op. cit.，日0846ωシ1，pp. 813 et s. 'e参照っ
19) Desportes et 1.εGunehec， op. cit.， nO 846-3-1， pp.813 et s. 
2. 司法監規 (surveillancejudiciaire) 
(1) 霊努または軽書官で有罪判決を受けた危険な人物の司法議視
司法監視は刑罰ではないので，刑法に規定されず，刑事訴訟法に関係する
規定が設けられている (723-2争条乃奈 723ω37条九階事訴訟法 i23即日条によれ
ば，司法監視は明確に保安匙分として分類されるがl)，内容的には社会内
司法追跡と向じである。司法監視の内容は， 2006年 3月30日のデクレの
D.147-30条乃至。.147-40条及び 2006年 6月 16日の適用通達によって
細に定められるが，その後，刑の諜整手段を強化するための 2007年 11月
16自のデクレ，後述する 2008年 2月 25日;去によって補足されている
可法監授は，事実上，社会内司法追跡が導入された 19鮒年 6月 171:3法が
施行される前に重罪または軽罪を犯して刑務所{ニ収容されている受刑者に対
して翠及処罰禁止の原則により社会内司法追跡を適用することができないの
で，その代替として暫定的な処分として機能する側商を脅している。なお，
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2005年 12丹12EI法(累犯処遇法)の施行後，危険性が確認された受刑者{こ
対して，可法監視をケ郎座に適用することは可能である3)。
司法話視は，社会内司法追跡と併科することはできない(i院長年法 i23-36条入
信し，受刑者が，紫、d8処遇法が施行される前に犯した罪で有罪判決を受けて
いるときには，併科が認められる4)0 この背景には，累犯娃遇j去の施行後，
携帝型電子監視措置が社会舟司法追跡に組み込まれるので，施行部に犯した
界に対しては，社会内可法追跡とPJi宏監揮をナ併科して厳格に処罰する余地を
裁判所に残しておきたかったということが指摘されている5)。
なお，司法監視は，累犯処遇法路行以前の重罪または軽罪によって科せら
れた刑罰の刑期が終了した後は，適用される必要性はなくなり，携帯型電子
監視措置を含んだ社会内司法追跡によって代替されることになる c ただ，
子|監視措霞下に謹かれているか否かにかかわらず，判決裁判所が社会内司法
追跡を言い渡さなかったが，再犯の危険性が疑われる受刑者を矯正当局と行
期裁判所が監拐するという役認は残される可能性がある 6)。
(2) 弓法監視を言い渡すための条件
行刑裁判官によって決定された司法監視は，部事訴訟法723叩 29条に定め
る基本的な条件の実現を目的としなければならない。まず，司法監規は，性
犯罪等の累犯の危険性が高い受刑者が釈放された後で，再度界を犯さないよ
うに予防する目的のためだけに言い渡される。また，社会内司法追跡を言い
渡すことのできる重罪または軽罪を対象とし， 10年以上の自由刑を言い渡
されていることが要件となる。前述したように，社会内可法追跡が言い渡さ
れた場合には可法監視は適用できないし，受刑者が佼釈放された場合にも司
法監視は適用できない。
累犯の危険性は，涯学的鑑定によって検証され，その結論には受明者の危
険性そ明示しなければならない。行刑裁判官が，受刑者は携帯型電子監視措
に服することが望ましいと判断すれば，司法監視を執行する場合と関様
に，学務的保安処分委員会の意見を求めなければならない。形式的には，受
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刑者には必ず弁護人が立会った対審弁論そ経た後で出された判決によるが，
職権による場合であってもよい。裁判官は職権で事件を{系寵することはでき
ず，検事正による請求を待たなければならない。司法監視は，受刑者の出所
後に されるi)。
(3) 司法監視の内容と司法髭視に伴う義務を遵守しなかった場合の制裁
司法監視は，内容的に見て社会内湾法追跡搭置に類似しているが，この処
分を科せられる対象者への義務と禁止の内容が異なっているにすぎない。司
法監視において，重要な点は，治療を受げなければならない義務があること
と(刑訴法723-30条2号入携帯型電子監視措置にある(刑訴法723-30条3号)0
司法監視は，受刑者の釈放の告から，補足的に減軽された刑期を付加して
(別訴法72トl条)，減軽された荊期以上の期間にわたって椴続される(刑訴法
721条)。滅軽される荊期には，内部告発者及び悔活者に例外的に吋与される
部の減軽の期間は含まれない(刑訴法 721-2条)。携帯型電子監視措置が言い
渡された場合， その期間は 2:f:ドミナ超えることはできないが，社会内司法追跡
の要件であるときには，場合によっては，更新は可能で、ある。司法監規によ
る親察は，行刑裁判官のオノレドナンスによって修正可能であり，仔刑裁判官
の判決によって中斯される可能性もある(刑訴法i23-34a決)0 しかし，その期
間は，司法艶視の期間の法定の上罷(長期)まで，判決によって延長するこ
とができる約。
ただ，司法監視は社会内司法追識と比較して，制度的には劣っている側面
もある。というのは，司法監視に従わない受刑者に対しては，刑法 131-
36-1条に規定される拘禁刑が適用されず，単に，P]法監視という保安処分
を負わせられるにすぎないからであるへもっとも，司法監視はあくまでも
社会内司法追跡な遡及適用できないための暫定的な処分であるため，制度上
の不捕の容在はやむを得ないということができるであろう。
注
1) 主禁法院の 2005年12月12Bの決定 (102005-62i DC du 8 decembre 2005)によっ
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てi'司法監視は刑罰でも制裁でもなく， JfIJ訪の執行手段であることが確認されたG
2) Despo1'tes et Le Gunehec， op. cit.， nO 1063-6 
3) A1't.42 du la loi nO 2005-1549 du 12 decemble 2005， p.12. 
4) 八1't.41品1.4de 1立loinO 2005-1549 du 12 decemble 2005， p.12 
5) J.-H. Robε1't， op. cit.， nO 34， p.10. 
6) ibid. 
i) j.-H. Robert， op. cit.， 10 35， p.10. 
8) j.-H. Robe1't， op. cit.， nO 36， p.10. 
9) j.-H. Robe1't， op. cit.， nO 3i， p.10. 
3.性犯罪仔為者に対する保安処分一一i主犯罪行為者等の
自動化された関家司法ファイノレ(データベース)(FIJ八15)
性犯罪行為者の自動化された国家司法ファイノレ(データベース)(fIjAIS)は，
未成年者に対する性犯罪の再犯を防止し犯罪者の特定を容易にするために
創設ちれた凡なお，当初は未成年者に対する性犯罪に限定されていたが，
2005年の累犯処遇j去によって特定の重大犯罪の仔為者にもその範囲が拡大
ちれた人
対象となるjEmi!ふ強姦後または強姦に付隠する未成年者の殺人罪または
謀殺mi，未成年者f(こ対する強姦罪または力1況強姦ml，強姦以外の性的侵害の
罪またはその未遂罪，成人により未成年者に対して犯された暴行を伴わない
性的読書の罪，未成年者全売春させる界，未成年者{こ対する売春あっせんの
罪，未成年者喜子旗廃させる界，未成年者を登場させるポノレノの罪，暴力的，
ポルノ的または人間の尊厳 しく侵害する危険のあるメッセージが未成年
者によって視聴され知覚される可能性があるときには，そのメッセージの制
作，運搬，配布または販売の罪，公然わいせつの鍔，セクシヤノレ・ハラスメン
トの罪等である。なお， 2005年法による改正によって，拷閉または野蛮行
為を伴って犯された殺人罪または謀殺努，拷閉または野蛮行為の界，法律上
の累犯の身分で犯された殺人罪または謀殺罪に対象が拡大されたへ上記の
界が重罪の場合には自動的に登録されるが，軽界の場合には 5年以上の拘禁
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刑を言い渡された行為者のみが自動的な登録の対象となる
対象となる者は，上記の罪で有罪判決を受けた者(判決が終定する前の者も?を
む)，有罪と宣告されたが荊を免詰または延期された者，責任能力がないと
判;訴され不起訴とされたまたは無罪特決を受けた者，時事和解の対象となっ
た者，司法監視に援かれた予審開始決定対象者，戒告または教育的絹裁など
の保護処分の対象となった未成年者，毘外の裁判所または裁半日機関によって
上記の者と同誌であると宣告された者で国際条約または協定~適用してフラ
ンス当局への告知の対象となった者または有罪特決を受けてプランスに引き
渡されフランス居内で、刑の執行を受けている者などである5)ご 2004年3月9
日j去の公布以前に問事施設に塚容されていた者及び公布後に裁判される犯罪
行為者については，引いISの管理人から提供された靖報に基づき有罪判決
ぞ下した裁判所付きの検察官によって日以誌に登録されるべ
される内容は，抱紫者の身分{こ関する'1者報，家族関係に関する{寄報，
住所または居所に関する{吉報，記載の妥当性を説明する裁特所の判決等に関
する情報， その{也の'1吉報である令
犯罪者の身分にf認する情報については，開姓悶名者とのj昆悶を避けるため
に，氏名，性別，生年月 s，誕生地，国籍，場合によっては，別名，姓及び
通称名の変更などが登録される。対象者と詞姓詞名の者の鷲器、ぞ避けるため
諜は登録前に (RNIPP) と照会して対象者の身分を
する。このための手続は前科簿への登録の際と同様である
家族関係に慢する寵報については，体系的に眠薬されるのではなし対象
に記載されない場合，身分に関する情報の列挙では身分特定につ
いて不十分である場合にi袈り登諒される。フランス盟内で誕生した者につい
ては戸籍簿への登録がなされないことは非常にまれであるので，問題となる
のはフランス国外で誕生した者で、ある。家族に隠する情報は研究のための利
用に限り招合が可能である
住所または居所に関する靖報については，対象者の生所または居所が継続
的{こ登録される。住所または居所の変更も即産に登録される。住所不定者に
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ついては，通行手帳の所有者はそこに示された市町村が登録される。加荘ま
たは近親者訪陪などの一時的な所在についても登録されるかについては，司
法省は 2005年7月1BのFIJ八IS適用デクレにおいて登録の対象となるとし
ている。このように，対象者の行動した範囲が驚録の対象となるので，対象
者の近親者などの{主所も登録されてしまうという問題もあるへ
司法判断(裁判)の内容についても登録される c 具体的には，裁判の種類
及び期日，判決・決定を言い渡した裁特所，言い渡された主刑，補充璃また
は処分，有罪判決または訴追の対象となった犯罪の種類，犯罪行為が実行さ
れた日持及び場所，厳格に定められた登録，住居証明義務の通知日，刑罰ま
たは処分の執行終了日などである 10)。
その他，規定の遵守{こ必要と恵、われる補足的な清報も登録される。具体的
には， {主窟証明の日時，ある場合には出頭義務の定期的期日，出頭義務を命
じた裁半日，刑訴法706-53-10条(情報が登録されている者は，その情報がlE践では
ないとき，または，犯!î~の種類，犯行時の fjô鈴，犯行からの経過時間，対象者の現夜の人
総状況などに!1~1 らして情報の保管がもはや必主さないと怒われるときには，検察官{こ対しで
も'I:<!iの修正または消去をf求めることができる)をj即日して提出された修正または
消去の中諮に関する裁判，前訴法 706-53-6条に定める資録された人物の'情
報の態様及び義務の通知の態掠に隠する情報， }flj訴法706ω53-12条に定める
尋問及び相談の記録等である ll)。
登録の手続を行う権限があるのは，検察官，予審判 ブアイノレ(デー
タ)の管理者である。検察官は，有罪判決，責任があるとの宜告，刑事和
解，少年犯苦言に関する判決について登録する権眼をもっ。なお，控訴院また
は重罪院による判決については，検事正または検事正から特加に権眼営委任
されている検察公務員が登録を行う(刑訴法R.53-8-38灸2項)12)。司法監視下
{こ震かれることを伴う予審開始決定については，予審判事またはそ
が登録を行う。この場合，登録は伝動的ではないので，予審判事が資録を命
令する 3 なお，撞訴院または重罪院による判決の場合には控訴説予審部長ま
たは予審部書記官が登録を行う(刑訴法1¥.53ふ 38条 l現)13)。また，予審判事
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またはその書記宮は，免訴の決定及び可法監視のや止または解誌についても
その登録を行う 14)。無罪半日決が確定したとき，検察官または検察官から権
限を委任された検察公務員は FIJAおの管理人にその事実を告知し，管理人
がその登録を行う。外国で下された判決については，フランス当局に送られ
た意見に慕づき管理人がその登録念行う
登録された情報は，登録期間の満了，対象者の死亡，免訴の確定判決，
任無能力による理由以外の無罪判決， i'司法監視の中止及び解除に伴い，消去
されるつ情報の登録期間は重罪または 20年の拘禁問に処せられる軽罪につ
いては 30年，その地の場合は 20年である 16)0 
?
1) Fichier jlldiciaire national automatise des auteurs d'infr丘ctionssexuelles ou vio必
lentes (FIjAIS)， Jlris悶cllseurProcedllre pellle， art. i06ω53時1a i06-53-12， fasc. 10 et 
fasc.20， 200i; Desportes et Le Gunεhec， op. cit.， 10 1230 et s.， pp. 1158 et s.を参照。
なお， FIJAISの会慾性については，慾法Ilftの決定 (nO 2004-493 DC du mars 2004) 
によって認められている。
2) N. Metallinos， Fichier judiciaire national automatise des allteurs d'infractions sexω 
uelles Ol violentes (FIJAIS)， JlrisィIIlSClrPlひcedurepel11l1e， art. 706-53-1主i06-53-
12，長lSC.20， 200i， nO 5. なお， 2005:q三 12月 12日法による改正については， ;"1. 
Herzog-Evans， Les dispositions rel詰tivcsa lar己cidived立nsla loi du 12 decembrc 
2005， D. 2006， chron.3.ミケ参照C
3) N. Metallinos， op. cit.， nO 13， 14 et 25. なお， カップ/レi湾の及び未成年者{こ立すして
犯された暴力行為のそ予防及び処溺{こ関する 2006年 4月4Bi去によって刑訴法 706-
47条が改正され，米成年者{二女すする売春あっせん行為等の処罰総闘が拡大された
が， FIJ八ISの霊安銭については特別の規定を設けていないことから， 2006年 Hl5B
以降iこ犯された未成年者:こ対する売春あっせん行為等の努のみが登録されることに
なる。このぷについては， N. ?¥!etallinos， op. cit.， nO 26. ~参照。
4) N. Metallinos， op. cit.， nO 34 et s; Desportes et Le Gunehec， op. cit.， nO 1236 
5) N. Metallinos， op. cit.， nO 16主2.
品) N. Metallinos， op. cit.， nO 24. 
i) N. Metallinos， op. cit.， nO 44 et 45 
8) N. Metallinos， op. cit.， nO 46. 
ヲ) N. Iv!etallinos， op. cit.， nO 47主49.
10) N. Metallinos， op. cit.， nO 50. 
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11) ?¥. :-letalilJos， op. cit.、nO 51 
12) ?¥.λlelallinos， 01'. cil.， JlO 54. 
13) ?¥. :-Ietallinos， 01'. cit.， IJO 56 
14) ?¥. :-Ietallinoふ01'.cit.， nO 5i. 
15) ?¥. :-IetaliJlos， op. cit.， IJO 58 et 59. 
16) 災 :-Ietallinos，op. cit、JlO 60主68; Desportes ct LじGUlJehec，op. cit.， nO 1240. 
4.携帯型電子監視措置
(placement sous surveillance己lectroniquemobile) 
議帯型電子監規措置については，社会内司法追跡において諜せられる義務
のーっとして言い渡される場合と， 2005年j去による改正によって新たな枠
組みとして創設されたE司法監視の態誌の一つである場合とに区別される
なお，携帯型電子監視措置は，仮釈放の態様として 10名前後の受刑者に対
して 1年半の実験全重ね，情報と自由国家委員会の意見が出されたのに続
いて，200i年 8月1自の適用のためのデクレ2)の公布以持に適用が可能とな
札仮釈放の枠内だけではなし社会内司法追跡及び司法監視の枠内でも適
川がfiI誌となった。
(1) 社会内司法追跡の枠内で言い渡される場合
社会内可法追跡の枠内で言い渡される場合についても， 2;種類の形態が想
されている c 工判決裁判所によって言い渡される場合L 雲行制裁判官
によって言い渡される場合とに[R7J1jできる。携帯型電子監視措霊は，主Jfljが
社会内可法追跡を伴う 7年以上の拘禁刑である場合にし
()fIJ法 131ω36-9条・ 131-36-10条)3)， 
A 判決裁判所によって言い渡ちれる場合
い渡されない
医学的鑑定によって受刑者の危険性が宣告された場合に，判決裁判所に
よって提帯型電子監視措謹が言い渡されるが，その態様は刑法 131-36-10条
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と131“36-11条に規定される。臨界裁判所{ふ当該処分は自由刑の執行が終
了した日から再犯を予防するために必要不可欠であると確認するために，判
決において特別に理由主ァ示さなければならない。重罪院も軽罪裁判所と同様
{こ， この娃分を言い渡すときは判決において特却に理由を討す必要がある
が，重罪院では 12票仁iニ18票以上の多数決，控訴重努院では 15票中 10票の
多数決による決定が必要で‘ある(iflJ訴法362条入この処分は受刑者の向窓な
しには適用されないので， この娃分が言い渡されると直ぐに裁判長は受刑者
に対してこの処分に るか否か るが，受刑者が陪意しなかった場
合，刑法 131-36-1条に定める社会内司法追跡が執行されなかった場合に適
用される刑部に従って，経界の場合は 3年の，重罪の場合は 7年の拘禁ifUが
い渡されるので(別法 131-36-12灸2羽入受刑者には事実上，同意しないと
いう選択の余地はあまりない心。
判決裁判所によって携帯型電子監視損躍が言い渡されでも，それが直ぐに
透用されるわけではなし部事訴訟法763-10条に定める手続{こ従って，受
刑者が再度罪を)~す危険性があることな確認し学際的保安処分委員会めの
をァオミめ， i子ifU裁判官が最終的には弁論の機会主ナ与えた上で、判決の形式で、
決定し，受部者の同窓を得て，この処分伝言い渡すことになる
B 行刑裁判官によって言い渡される
判決裁判所が携帯型電子監視措霞を伴わない社会内可法違勝を言い渡した
ときでも，行制裁判宮は社会内可法追跡において諜せられる義務のーっとし
て携帯型電子監視搭:霞~言い渡すことができる(刑訴法 763ω3 条 4 J1'i) c 判決裁
判所での場合と開識に，行刑裁判官は刑訴法 763-10条に定める調査をした
上で，受稿者の間意を得て， この処分伝言い渡すことになる c 判決裁判所が
決定しなかったのに，行期裁判官がこの処分を決定する場合，判決の修正と
いうことになるので，オノレドナンスの形式で決定されるが(刑事訴訟法712-6
条3項)，このような措誼はあくまで1)1J外的なものであるiJ。
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(2) 司法監視の一形態としての携帯型電子監視措置
可法監視は，社会内主立法追訴と類似しているが， この捕充出としての社会
内可法追跡が適湾されない受刑者に対して郎壊に適用される c 可法要ii~見とし
て言い渡される携帯型電子監読揚置の適用は， 10年以上の刑期ぞ宣告され
た自由刑に適用され，社会内司法遺跡を受ける犯罪に対して科せられる叱
;主
1) 携帯型電子監視指濯については， Desportes et Le Cunehec， op. cit.， nO 846-4 et S.， 
pp. 814 et s.をと参n司令
2) Decret d'application nO 2007-1169 du 1" aout 2007， art. R. 61-7 a art. R. 61-35 du 
c.P.P.， Dalloz， 2010， pp.1611 et s. 
3) Desportes et Le Gunehec， op. cit.， nO 846-5， p.816; j.-H. Robert， op. cit.， p.8; 
art.131-36-9 et乱τt131-36-10 du c.P. prec.， p.1ヲ7.
4) jωH. Robert， op. cit.， p.8. 
5) 寺会涼的保安処分委員会は，控訴践の部長判事l名，地域差司(州)の知事及び地域
矯iE局局長またはその代理人，精神医学の専門家 l名，当該分野の潟等教育の学位
または心怒学の修士号をもっ心怒!学の専門家 1名，被害者支援組織の代表者 i名及
び弁護士会評議会の委員である弁護と 1~ろから絵日えされる。 2007 年 8 月 23 日のデ
クレによって， ボノレドー ， リー ノレ. リヨン， -;?' }レセイユ，ナンシー‘パリ， レン
ヌ，ブ万一・ド・プランスの 8J也I或1りにや際ri'J保安処分:if?民会が設資されたc また，
2008年 2n 25日j去によって， {~! 't( fi i白及び保安官itR.のi邸りにもその後r1!が拡大さ
れた。学際的保安処分委員会に関する総lUについては、 1Iリ訴法R.61-7条から R.61叩11
条{こ規定されている c 詳細{ふ IIで後述する
6) ibid 
7) j.-H.Iミobcrt，op. cit.、p.8.
8) ).-1-1. Robert， op. cit.， p.8. 
II 2008年 2月25日法による保安留讃
及び保安監視の導入
これまで概観してきたように，既{こ， jうる意味では保安処分的な性格;g.手ぎ
する藷制度が 1998年以降!順次整指されてきたが，前述した Evrard事件を契
240 
フランスの保安処分合めぐって
として， これまでの諸制度では性犯罪累犯者の犯罪予坊としては不十分で
あることが明らかになり，フランスにおいても本格的な保安処分すなわち保
安留置及び保安監授の導入につながることになった。
1.保安留麗 (retentionde surete) 
(1) 保安留置の適用範囲
保安寵罷については，刑事訴訟法 70か53-13条以下に規定が震かれてい
る。保安留置はあくまで例外的に選用されるため，その適用にはいくつかの
要件を充足する必要がある。まず，受刑者が刑罰の執行の終了合連えるにあ
たり行われる再診断の結果，受刑者が，その人格に著しい欝害があるため再
犯の蓋然性が極めて高いと判断された場合に限り例外的に保安穏置を言い渡
すことができる。 (受刑者)の危換性をどのように判断するかである
が，ここでいう危険性はあくまで犯罪学的な意味におけるそれであって，
を臨接の原因として犯罪行為に至ったという穣神医学的な意味におけ
るものではないことをまず確認しておく必要があるlししたがって，危険性
の判断については，あくまで刑事施設釈放後，新たに刑事訴訟法 706-53-13
条で定められた罪を犯す蓋熱性が非常に高い場合にf師会慢があると判断され
ることになる。対象として想定されているのは，小児性愛者及び精神病質者
(議会の公聴会では，自己愛殺人格障害， i1555不安定怪人格際議，反社会性人格~立答の 3 毅
裂が?信機されている)などである。ただ，現実的には，精神医学的な危検性は
広義の犯罪学的危険性に含まれ，犯罪学的な怠険性と縞神医学的な怠険性の
には循立しうるところもあり，小児性愛者などの人格際害者については
国際的な定義では精神医学的な危換性をもっ者に分類されている九した
がって，保安関霞(及び保2え濫視)が適用されうる範関は，犠神医学的な危険
性を徐〈提罪学的危険性がある者で、人格障害がある場合，構神民学的な危険
性がある者で精神璽寄に基づき是非弁別能力・行動制御能力に障害がある
に限定される。錆神器学的な危険性があり是非弁知能力・行動制御能力がな
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いえ努，把罪学的危険性があるが人格障害ではない者については適用怠れな
受Jflj考の怠険性は， 2005年 12月日日法の累犯処遇j去によって設立され
た「学際的保安処分委員会 (commissionplurid附
によって，少なくとも釈放の 1年前には判断される。学際的保安処分委員会
が危険性の評価を下すにあたり，まず，少なくとも 6遊間，受刑者.J:Fresnes 
刑務所内に設置された専門の機関(悶家観察センタ一戸に移し経過をケ観察し，
2名の等門家によって実施された盟学的鑑定に基づき危険性を学際的に評価
する5)。専門の機関は， ソーシヤノレワーカー，心理学者，ー殻壁及び精神科
毘，特別に養成された監視員などによって構成される。
保安留霞は，まず，未成年者に対して謀殺罪または殺人罪，拷問または野
蛮行為の界，強姦罪または略取罪もしくは監禁罪を抱し， 15年以上の有期
懲役で有罪判決む受けた受刑者に対して言い渡すことができる(刑訴法 706司
53-13条 1攻)。成人の被害者に対して謀殺罪または加護殺人罪，加重拷陪ま
たは力IJ重野蛮行為の非，力[l重強姦界または方I重略取罪もしくは加重監禁罪が
恕され， 15年以 l二の有期懲役で有罪判決{e受けた受刑者に対しでも言い渡
すことができる(刑訴訟.~ 706-53-13条2刻)c 成人の場合には謀殺罪以外の搾に
ついては加重類型のみ予定されているため，例えば通常の強姦罪や殺人罪を
累犯の蓋然性が極めて高い屯設住のある行為者がJl.!.したとしても，保安留績
の対象とはならないことが問題として指摘されているへ規定ではこの点は
明確ではないが，対象となるのは該当する罪を抱し 15年以上の有期懲役を
い渡された受刑者であり，無期懲役を言い渡された受刑者は対象から除外
されている
(2) 保安留置の室告
保安留寵は， 医学的鑑定の後で，会学際的保安処分委員会の提案また
は賛成意見に基づき，安地域保安欝霞裁判所の決定により命じられる。
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A 医学的
保安留置を言い渡すか否かの判i主rをするには，明の執行柊了時に，受刑者
の状態を評価するために医学的な鑑定が求められ， 2名の鑑定人に委託され
る(刑訴法 i06-53-14条2壌入司法監読または社会内司法追跡{こ引き続き保安
穏置が言い渡される場合も間接であるつ受刑者はその権利として再鑑定喜子求
めることができる(刑訴法 i06-53-15条2Jj'j)c 法律では医学的鑑定と規定され
ているが，現実的には積神科医が鑑定-3:行う必要があり，場合によっては心
理学者が祷佐することも可能である約。鑑定人は受刑者の危設住及び再犯の
について'!UI折する必要がある。さらに，鑑定人{ふ人格の著しい障害
の存在，人格の著しい持寄が精神医学的な 4性質のものか否か，についても判
断しなければならない。受刑者が社会内可法違誌の範囲内で治壕命令を言い
渡される場合に求められているような治療の対象となるとの結論念出すこと
は求められていないっ何故なら，保安社会毘探可法七ンターにおいて保安盟
置の対象となる者が常に治惑の対象となるとは!畏らないからであるめつ
B 学際的保安処分委員会の提案または賛成意見
学際的保安処分委員会は 2005年法(累犯処遇法)によって導入された組織
であふ消訴法 763-10条に規定が寝かれ，その役割{立競帯現電子監視措誼
の適用についての見解を示すことである。今回の改正によって，その権怒が
保安留置の適用にまで拡大されたことになる。委員会は，委員会が設置され
る管轄域内にある控訴院院長によって 5年の在期で指名された控訴設の部長
判事 l名(委民会委長交となるl，地域圏の知事及び地域矯正局長またはその代
理人，精神医学の導門家 l名，当該分野の高等教脊の学位または心潔学の
修工i二号そもつ心理学の専門家 1名，被害者支護組織の代表者 l名及び弁護士
会評議会の委員である弁護士 l名から構成される(刑訴法R.61-8条入 2007年
8月23Bのデクレによって， ボ、/レドー， リーノレ， リヨン，マノレセイニL，
ナンシー，パリ， レンヌ，ブオー-iJ・プランスの 8地域間;こ学際的保安処分
委員会が設援された。なお，各学際的保安処分委員会の管轄については，
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2009 iド6月 15E3のアレテにより制定された刑訴法八.37-16条により定めら
れた1針。
携帯型電子監視措霞の適用に関しての学際的保安処分委員会の意見はあく
まで議開意見にすぎず，裁ヰヨj所がその適用を実質的に決定することになる
が，保安留置及び保安監視については，学際的保安処分委員会が賛成意見を
提示しなければ適用はできない。この賛成意見に基づき，検事長が地域保安
留霞裁判所に事件係属することになる(刑訴法i06-53-15条)。司法監撹に課せ
られた義務違反により保安留霞が適用される場合には，地域保安留置裁判所
長が緊急に決定することができるが，その判断が確認されるためには，学際
的保安処分委員会は3か月以内lこ賛成意見ぞ提示しなければならない(間訴
法i06-53-19条3項)。このように，学際的保安処分委員会は保安留置及び保安
監損の適用に関して優先的な決定権をもち，学際的保安処分委員会の賛成意
見なくして裁判所は保安留置および保安監援を適用することはできない則。
なお，学際的保安処分委員会は賛成意見を示したが，裁判所が保安留霞等の
適用を認めないとの判断念示すことは可能である 12)つしたがって，三権分
立の見地からも，学際的保安処分委員会に対する裁判所の独立性は確保され
ていることになる c 学際的保安処分委員会の判断には呉議の申立てができな
いので，検察官はその決定に従わざるを得ない
刑罰の執行終了と同時に保安留箆を言い渡すだけの条{'I:が整っていないと
学際的保安処分委員会が判断したが，受刑者はいまだ危険であると評踊する
場合，学際的保安処分委員会は行部裁判官に事件記録な差し戻し，行刑裁判
官が保安監視下に置くことが必要かを判断する(刑訴法刊か53-14条4項)。司
法監視または社会内可法追跡の終了後，保安監視下に置くことは必要ないと
行刑裁判官が判断した場合，受刑者はいかなる保安処分の適用も受けない。
C 地域及び国家保安留謹裁判所の決定
保安留置及び保安監視は，特別に設寵される地域保安盟謹裁判所によって
い渡されることになる(刑訴法 i06-53-15条)。地域保安穏置裁判所の決定に
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対しては，国家保安詔置裁判所に不隈申立てなすることが可能である c 地域
保安留置裁判所及び国家保安留置裁判所の裁判官の選託手続などに関する
組は，刑訴法lミ.53必凶40条から R.53-8-43条に定める。特別裁判所である地
域保安留龍裁判所が設けられた背景には， i保安留寵及び保安監視処分は市認
ではないことから行刑裁判官がその適用に関与することは適切ではないとの
判断があったこと，保安留置及び保安芸ま視は刑器適用の終了後{こ言い渡され
るため，公王子性ミナ担保するため荊罰の適用{こ関与する行刑裁判宮の関与は避
けるべきであることなどが考慮されたためである c したがって，控訴読行刑
部裁判長または地域保安処分委員会委員長は地域保安留置裁判所長となるこ
とはできない13)。
地域保安留置裁判所は，控訴読院長によって指名された控訴院部長判事 1
名と控訴読判事2名から構成される。任期は3年である。地域保安留置裁判
所は地域留において管轄を有することになり，その所在地及び管轄区域は可
法大臣のデクレによって定められる(刑訴法706-53ω21~長 )c 200ヲ年 6月15日
のアレテ(省令)により制定された刑訴法人.37-17条により，地域保安留鐙
裁判所は， ボソレドー ， ドウエ(学際的保安悠分委員会はりーJレ:こ設隠される)， リ
ヨン，エックス・アン・プロパンス(学際的保安処分委員会はマノレセイユ{ニ設校され
る)，ナンシー，パリ， レンヌ， ブオー・ド・フランスに設置された14)。
学際的保安処分委員会の提案に基づき，検事長が地域保安留寵裁判所に提
訴する。 地域保安留軍裁判所の審理は受刑者の希望により公開することが可
能であり，当事者双方の主張を開いた後で，保安留霞裁判所が保安留霞・保
安監携の適用について判断右下す。受刑者は私選及び国選の弁護人の屡劫念
受けることができる(刑訴法706-53-l5条)c
盟家保安留覆裁判所は，破棄i涜続長によって指名された 3名の破棄説判事
により構成される。任期は 3年である c 関家保安留置裁判所は，理由全付し
た決定によって，地域保安留壁裁判所の決定に関する破葉市立ての可苔を判
断する(烈訴法R.53ふ42条)。自家保安留罷裁判所の決定に対する破棄申立て
は，破棄読刑事部で審理される(刑訴法R.53ふり条)0
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(3) 保安留農の期間
保安詔置(及び保安官主視)の期i習は 1年である(JfU，訴法 706-53-16条 1項)。期
間を 1iドと定めたのは，自由の侵害そ最大限限定するためである。但し，保
安留誼及び保安監規は刑罰ではなく，保安処分であるので，受刑者の危険性
が持続する限りは， 1年ごとに斜眼なく何度でも更新することが可詑である
(刑訴法 706叩53-16条 2項)c 保安留資及び保安監視の期間の上限には制限は設け
られていない。更新の場合も，初田と同様の手続に従って適用の可否が判i訴
される。保安留置の期間は，保安社会医療司法センターに留置されるが，保
安留置の終了に向けて治療等の支援が行われることになるコ法律上は無制限
に保安留霞を適用することは可能であるが，現実的には保安留躍が必要ない
ように対象者の危険性を除去するための支援策の効果によって，一定の期間
経過後は社会護婦が可能となると想定される c 但し，治療が回難な処遇酪難
については，危険性が継続していると判断される限りにおいては保安社会
医療司法センターに留置され続けることになる恐れもあり，終身の保安留置
の可能性も排除されるものではない日c
(4) 前科簿への不登録
2008年法ーでは，裁判所によって保安協置及び保安官;視が命令され更新さ
れたことは酪科として登録されることを規定していないc この点について
は，おそらし保安留置及び保安監視は刑罰ではないことをァ改めて確認して
おきたかったという立法者の意思が揺されていることと，保安留霞等の対象
となる者は非常に限定されているので前科簿への登録の実質的な意義が認め
られないということから説明が可能であろうめ)。
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3) Desportes et l.e Gunehec， op岨 CI.，p.ll13 
り この機関については，針吋εl.op. cil.， nO 14， p.l0u3.会参照3
5) 危険役の詳細方法については‘ Matsopoulou，Retention de surete ct sUfveillance 
d己surete，PI己c.， n" 15 et sを参照。
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れる委員会は，エックス・アン・ブ口パンス，ハスティア，モンベリエ，ニームの苦手
控訴!涜の土治管給区淡を:il;絡する c ナンシーに設読される委災会{ふブザンソン，
コルマー/久ディジョン，メッス，ナンシーの各校三号院のニヒ泌総-務区域全管絞す
る。パリ{こ設Itlされる委員会{ふ ブノレジ、ユ，パリ， _;f )レレアン， ヴェノレサイユ，マ
ムス，ヌーメア，パベーテ，サンドウニ・ド・ラレウニオン，サンピエーノレ・エ・ミク
ロンの各筏訴段のこと治労務区域{e管終する。レンヌに設iyされる委員会{ふアジャ
ン，カーン，ボワティエ， レンヌの各控訴佼のこと地管轄区.h1_x{e管絡する。プオー・
ド・フランス:ニ設i託される委民会(ふパ・テーノレ. プぇー・ド・フランスの各控訴i災の
土地ミ妥結[玄1淡な管轄する二この点については， Arl. A.37-16 c.P.P. 2010， Dalloz， 
pp. 1969 et s.ミヲ参照い
11) Desportes et Le Gunehec， op. cit.， n()1181. 
12) ibid. 
13) Desportes et Le Gunehec， op. cit.， nO 1182 
14) Art. A. 37ωli c.P.P. Dalloz， 2010， p.l守70;Desportes et Le Gunehec， op. cil.， nO 1183. 
なお，各保安官H資表記判月ifのこと地管事さについては，
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とi'uー である。学際的保安処分委n会はりーノレと?ノレセイユに設ifされたが， それ
ぞれ校訴読のrf荻t告ではないため，地域保安Wli'[裁判所はドウエとエックス・アン・
プロパンスに設怒されたと考えられる。土地管章者については，前j主10)を参照c
15) J)εsportes et Le Gunehec， op. cil.， nO 1186. 
16) Desportes己tLe Gunehec， op. cil.， 10 118i. 
2.保安監視 (s山
(1) 保安監視の適用範閉
保安監視は，既に容在している司法監規，社会内可法違跡，携帯型電子監
提携震などの処分と持様に，自取を制限する処分である。 保安監視の適用
は，保安留霞の終了に引き続き言い渡される場合(刑訴法 i06-53-19条)と，
E司法監読の終了後(刑訴法i23ω 3i去を)または社会内弓法追跡の終了後(別訴法
i63-8条)に引き続き言い渡される場合に限定されている。
保安駐視の対象となる者は，保安留置の場合と向諜であり，未成年者に対
して謀殺罪または殺人罪，拷問または野蛮行為の界，強姦罪または略取罪も
しくは監禁罪合犯し， 15年以 i二の有期懲役で有罪判決合受けた受刑者，成
人の被害者に対して謀殺搾または力In量殺人罪，加重拷問または加重野蛮行為
の罪，加議強姦努または加重I各戟搾もしくは力1重監禁罪が犯され， 15年以
上の有期懲役で有罪判決喜子受けた受刑者で、ある(刑訴法 i06ゅう3-13条)0
(2) 保安監視の護告
保安監視念宣告する手続は概ね保安留置を言い渡す場合と悶じである。保
安監視は，司法監撹，社会内司法遺跡，保安留寵の終了後引き続いて言い渡
されるが，まず，司法監規及び社会内司法追跡に引き続き言い渡す場合に
は，医学的鑑定に基づき対象者に危険性の継続が認められ，性犯罪また
は粗暴犯罪の行為者の情報化された国家司法ブアイノレへの登録に基づく義務
だけでは該当する犯罪の実行そ予防する手段としては不十分である場合，
保安覧掘が再犯の蓋然性が極めて高いと思われる該当する犯罪の実行~
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予防する唯一の手段である場合，に限り言い渡すことが可能である(刑訴法
723吟3i~決， 763-8条)1)。保安留農終了後に引き続いて言い渡す場合には，対象
者が上述した刑訴法iOか53叩 13条に定める罪を犯す危険性があればそれで足
りるとしている(刑訴法i06-53-19条)2)。
保安監視がE司法監視または社会内司法追誌に引き続き言い渡される場合，
行部裁判官または換事正が，司法監規または社会内E司法追訴の終了の 6か月
前に，地域保安留誼裁判所に事件係属をしなければならない。この 6か月の
期間内lこ，学際的保安処分委員会が保安監視を言い渡すかどうかについて判
断するため，受刑者の危険性について医学的鑑定を行うへ
保安監授が保安留置に引き続き言い渡される場合， !也域保安留置裁判所
が，保安富置の更新を認めないまたは保安留置な終了させるとの1刊誌rを示す
決定において，保安監視を言い渡す決定をする(刑訴法 706ω53ω19条)。
(3) 保安監視の態様
保安監視が保安留置終了後に言い渡される場合，司法鼓視の場合と悶様
に，治擦命令及び携帯型電子監視措置などの義務が課されるOfIJ訴法 i06-53ω
19条)。司法監規または社会内司法遺跡下に置かれていた者については，保
安監視が言い渡されると，法律で定められた期間を超えて，自由主?翻援する
を延長することが可能となる(刑訴法72iω37灸，i63-8条)。保安監視は l
年の期開で言い渡され，無期罷に吏新は可能である。また，保安監視下に置
かれた期間は司法監視下に誼かれたときに課せられる以下のーまたは謹数の
義務に服さなければならない
まず，禁止された場所に出入りしていないかを監視するため，電子監視措
霞の対象となりうる。司法監授の枠内で命じられる電子監視措置の期間は最
高で 6年 (2年の期間を 3回受新できる)であるが，保安監読が言い渡さ
監援措置が義務づけられると，その期間に部担はなくなるため，保安監視が
適用された場合にはその期間電子監説措震に寵くことが可能となる5)。
また，コーディネーターの陸部または主治医が介入する治捷命令の対象と
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もなりうる。性犯罪者については性欲を減返させるためのいわゆる科学的去
勢の治療が行われることになるべ性犯罪者に対する治療命令については，
1998年に社会拘司法追跡が導入された際に，治療の期間が一次的であり無
制限ではないため，その効果がト分に期待できないとの国家倫理諮問評議会
の意見が示されていたが， 2008年法の改正により，ょうやく治療を無期限
{こ行うことが可能となったへ
保安監視下に畏かれた者は，定められた場所に居住する義務が生じ裁判
官によって許可された期間合除き，その場所から離れることが禁止され
る叱この義務は， 2008年法によって，司法監視及び社会内可法追跡に課さ
れる義務に新たに追加されたものである。
最後に，法律では明示されていないが， 2008年法の適用デクレによって
詳細が定められたものとして，保安監視下に置かれた者は，行刑裁判官及び
社会復帰及びプログェージョン担当の矯正局職員の監督下に置かれる。保安
監視は刑罰ではないが，行刑裁判官及び矯正局職員が保安監視下に霞かれた
者の監視について権限を有する
なお，保安監視下に置かれた者に対して課される義務については，その執
行中，随時，新たな義務を追加するなど変更は可能である。 諜せられた義務
に違反した場合には，保安留置の対象ともなりうるが，保安留置の適用に玉三
るまでに，義務を追加するなどのできる限りの手段喜子尽くすなどの対応、をす
る必要がある[(1)c 
(4) 保安監視に課せられた義務に違反した場合の対応
保安監視に諜せられた義務に違反した場合には，緊急に保安社会医療司法
センターに収容されることになる。義務に違反することによって，即~に保
安留置が適用されるわけではなし再犯の蓋然性が罷めて高いという対象者
の危険性が確認された段賠で，保安留置の対象となりうる。義務に違反した
場合に保安社会医療可法センターへの収容を決定するのは地域保安留置裁判
所長である。期需は 3か丹であり，学際的保安処分委員会の同意合得る必要
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がある 1)。
注
1) Desportes et Le Gunehec， op. cit.叶 nO 1190 
2) ibid 
3) Desportes et Le Gunehec， op. cit.， nO 1191. 
4) Desportes ct Le Gunehec， op. cil.， nO 1192. 
5) ibid. 
6) Desportes et Le Gunehec， op. cil.， nO 1192 
7) 協家約辺諸問委員会の 1守96ifo 12 月 20 日{こ出された窓~ (r-;o.51)に示されてい
る 2008iド2)'l 25 fヨi去によって怒見の提示から 10年を経て，治療を無期限{こ行う
ことが可能となった。 Desporteset Le Gunehec， op. cit.， nO 1192， p.1124.を参)1.¥40
8) Desportes et LεGunehec， op. cit.， nO 1192. 
9) ibid. 
10) Desportes ct Le Gunehec， op. cit.， nO 1193. 
11) Desportes et Le Gunchec， op‘cl.， nO 1ヲ4.
3.責任無能力者に対する保安処分
(1) 箔蜜入院(強制入続)
2008年 2月25日法は，性犯罪者等の累犯者に対する保安処分だけではな
し責{壬無能力と1科目断された行為者に対する保安処分についても規定喜子設け
ているつこの法律によって，階事訴訟法に「精神埠寄引京国とする刑事責任
無能力の手続と決定j と題する新たな主主が設けられた1)0 CT心となる措置
は，第 lに，刑事責任無能力者に対する強制入院であり，治疲を行うために
保健衛生施設に責任無能力者全強剥的に収察すること，第 2(こ，責任無能力
者に対して一定の禁止を命じる自由を能限する保安処分を適用することであ
る。
従来，予審段階における免訴の決定，連警罪裁判所または軽罪裁判所の無
罪判決，重罪l誌の無罪判決などにより責任無能力と判断された行為者，また
は，捜査段階において責任無能力が明らかな場合には検察官による不起訴処
分とされた行為者については，治療をわ主、要とし，さらに人の安全を怠うくす
251 
るかまたは公の秩序合著しく侵害するときには，司法当局は閉経に県知事
(保健衛生法の規定では，パリでは察長官 (prefctde policc)，その他の県では閣の代表
機関 (representantsde J'Etat)とされている)にそのことをナ通報し，県知事 (prefet)
が措置入院(強制入院)を命令する手続がとられていたが(然健衛生i去し3213-7
条，ー絞約な搭i浸入銃・強制入院についてはL.3213-1条参照)2)，2008年 2月25日
法による改正によって，搭置入院(強制入佼)喜子命令する権限が裁判所にも
認められることになった。すなわち，精神障害により責任能力がないと判断
された者に対して，控訴院予審部，重罪院，軽界裁判所または控訴院軽界部
(米成年者の場合には少年裁判所)によって措霞入院(強iliIJ入院)を言い渡すこと
が可能となった。但し，予審判事は搭置入焼を言い渡すことはできなLdo
これは，精神欝害による責任無能力者の保安拘束~遅滞なく行うために手続
を簡略化することな目的としたものである c
裁判官が言い渡す措霞入読(強制j入続)の手続と県知事が苦い渡す措罷入
院(強制入銃)の手続などはほぼ問ーである。裁判官による措置入院は刑訴
法 706-135条に定められるが，向条は，保{陸衛生法(L.3213寸条等)の規定を
踏まえた上で， i訴訟に関与した精神医学の専門家によって，当事者の精神
障害が治療を必要とし，人の安全を危うくしまたは公の秩序を著しく授害す
ることが確認されたときにはJ，裁判官は措霞入読を命じることができると
規定している。荊訴法に基づく措置入読の場合でも，保罷衛生j去に基づく
搭寵入院の場合で、も，措霞入院(強制入院)喜子言い渡すための条件として，
当事者の精神障害が治療を~~\、要としていること，ミZj 人の安全を危うくし
または公の秩序を著しく箆害すること，が必要である。唯一異なる点は，従
来の保健衛生法の規定では詳細な宮学的診断警に基づくとされているが，裁
判宮による措置入院の場合には精神器学の専門家の鑑定に基づくとされてい
る点である久対象者の危険性は措置入院(強総入段)の有無の判断がなされ
る段階で存在しなければならない。精神器学的な鑑定は通常，予審裁判，判
決裁判の段轄で、行われるものであるが，裁判所はいつでも新たな鑑定を求め
ることができる。さらに，検察官または裁判所長の請求に基づき，事後約な
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陸学的診断により精神底学的鏡定そ補完することは可能である5)。また，対
象者が入院した直後に新たに調査を行い，危険性が消滅したと判断される場
合は，例外的に入設を解除することは可能で、ある6)0 
裁判所による搭置入院(強総入段)の手続の詳細は刑訴法 D.47-29条に定
められる。まず，控訴院予審部または判決裁判所は，龍神障害により
任能力なしとの判i析を示したあと，理由を示した命令(決主主)(こより措置入
i完全決定しなければならないc この命令(決定)(こは裁判所長と
名が必要である。責任無能力で、あることが重罪院の判決で示されたときは，
措置入院を命じる命令(決定)は陪審員ぬきの(重罪設の)裁判で下されなけ
ればならないc この命令の写し{コピー)は，遅滞なく措置入続全実施する
ために，rm鹿に検察官から県知事に提示されなければならないi)。同様に，
対象者が，治療が必要であり，人の安全営危うくするまたは公の秩序を著し
く授害することを証明する精神底学的鑑定も，対象者の監学的記録に追加す
るために，検察官からl県知事に提示されなければならなし訓。裁判所による
措盤入院の効果は，県知事による措置入践の効果と悶ーであるへ
措鐙入説(強制入院)の解除は，従来の措罷入院の場合でも裁判所による
措置入院の場合で、も，一定の特定の条件のもとでしか認められない。ただ，
2008年法による保{建衛生法の改正により，入院の解除に関する条件が明確
化された点{こ意義があるc すなわち，入説施設が位霞する県の保健能生及び
社会開{系局の:意見，施設と関係がなく(共和国)検事によって作成されたリ
ストに慕づき県知事が選託した 2名の精神科医の「対象者はもはや自慢他害
のおそれがない」ことを証明する一致した意見が必要で、ある 10)。特に，外
部の 2名の錆神科医の一致した意見が必要であるとされていることは，精神
を理由として入院させられている者の権利と保護に関する 1990年6丹
27日法以来存在し司法当局によって承認されている制度を規定上明確にし
た点で意義がある 11)。実務的には，入院の解除(退続)の決定は県知事に
よってなされるが，外部の 2名の精神科医の障意が必要で‘あり，その精神科
医は控訴読{すきの精神科医であることが多いo 2008年法による改正でも，
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入院解除の手続に控訴i詫付きの精神科涯が関与することについて掲題とはさ
れなかった。この点では，裁判所と医師との役割分担は 2008年法による改
正でも緯持されることになったということができるであろう出。
司法的措置入説(強制入銃)であれ行政的措置入院(強総入続)であれ，措
置入院(強秘入鋭)は医師及び県知事によって殿督される。まず，入院から
24時間後lこ，施設長は，施設所属の精神科註によって作成された診断書を
県知事及びび、県精神医療入院委畏会 (ωCαωo∞)11口m叩11i討s悶S幻101正d必i己Fフχ川冗冷町a訂rt汀抗巾伐E叩mηmel凶1山tじねωaledes hc川(【:
ps幻y戸凶lC寸ch出i山1五atr向u己凶ωS心)(にこ提f出トHする。 その後，入院に根拠があるかを体系的に監督す
る体制がとられる。入読2週間後，入続 1か月後，その後は Iか月に少なく
とも l回，施設所属の精神科医は，前回の診断書で示された所克(観察の記
録)合常定するか否定するかそ判断し，そして特に患者の状態の進展を詳述
した詳細な診断書を作成する 13)。
但し，県知事は，搭置入院の解除がなければ，精神科医の理由合付した意
見に基づき， 3か月間その後は 6か月間，入読を継続することを命じ，吏新
は無期限で可能であることそ想定している保鑓衛生法L.3213-4条以下の規
定は適用不可能である 14)。
法律 tは明確に示されていないとしても， ヒ記の規定が通用されないこと
は論理的である。 {rUr次なら， L. 3213-4条以 lどの規定は措出[入院の解除に特
別な手続そ定めるL.3213必条と矛盾しているからである 15) 1990年の法改
正以降， この矛盾を解決するため，保健衛生法し3213ぺ条以下の規定は適
用されないとする f9it~釈が定着し，この解釈が破棄院によっても確認され
た16)。したがって，実務じ通常の措置入段及び裁判所の決定による措置
入院の場合でも，県知事は，その他の決定をするまでは，措謹入読を命令す
る
なお，裁判所が被害者と会うことをナ禁止する処分な言い渡している場合，
私訴原告人は検察官から措置入読の解除を告知されることを求めることがで
きるi討し
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(2) 自由を制限する保安処分
刑訴法i06-136条は，刑事責任能力がないと判断した控訴院予審部または
判決裁判所が言い渡すことができる様々な保安処分な規定している。保安処
分の内容としては6種類の権利の禁止または剥奪が列挙されている1針。
(ァ) 犯罪の被害者，未成年等の特に裁判所が指定した一定の人等と関係を
もつことの禁1:
(ィ) 特に指定された場所に出入りすることの禁止
(ウ) 武器の携帯または所持の禁止
同 罪が拐されたときに器保していた職業活動またはボランティア活動を
行うことの禁止
同運転免許証の停止
加) 新たな免許証の交付を求めることの禁止を伴う運転免許証の取消
この禁止等の処分を言い渡す際には，控訴続予審部または判決裁判所はそ
の期間公定めなければならない。その期間は軽界については 10年，重罪ま
たは 10年の拘禁制で処罰される軽界については 20年ぞ超えることはできな
い刻。搭寝入院の対象となっている者については，入院中も禁止等の処分
は適用可能で、あり，入院の解徐後も禁止処分は継続する21)。
これらの禁止処分の自的は対象者が再度罪を犯さないようにすることであ
り，その根拠は対象者の危険性，犯罪または公の秩序に問題を生ぜしめるこ
とな予訪することであるたしこれらの処分は，刑事責任能力がある者に対
しても同様に言い渡されるとしても，保安処分であることは間違いない。
これらの禁止処分を言い渡すには，対象者がこの処分の意味を理解できる
ことが前提となるので，是非弁別能力が必要である。詑界時に責任能力がな
いと言い渡された者に対して，禁止処分伝言い渡す際に是非弁別能力を備え
ていることをも求めることは何ら矛請ではない。何故なら，治療が行われる
ことによって，対象者の精神障害は綾和されたり消滅したりすることがあり
うるからである目。
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前科簿(犯罪録)への記載については，当初立法者は刑事責任無能力の判
断のすべてそ記載することをナもくろんでいたが，憲法院は，責任無能力の決
定は制裁としての性格な帯びるものではなし裁判官が過去の責任無能力の
決定合認識することは将来の手続の際に刑事室任能力の有無の判断には法律
的には必ずしも必要はないと判断したお)。この憲法院の判断を受けて，保
安のための禁止を言い渡した責任無能力の斡決のみが前科簿(犯採録)に記
載されることになったお。
刑訴法 706-139条は，対象者が 706-136条で定める禁止の対象となった者
が禁止処分を遵守しないことは 2年の拘禁耶または 3万ユーロの罰金で処せ
られる犯罪となると規定しているお)。
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IV おわりに
フランスでは 1994年の新刑法典では刑罰と保安匙分の一元化を囲ったが，
犯罪予訪対策の一環としての社会的な要請をケ受けて訪問年の社会内可法追
跡の導入以持，順次，保安処分的な性格をもっ諸制度を導入し，ついに， 2008 
年に保安留置，保安監視という本格的な保安処分が導入されることになっ
た。個人の自由合最大摂重損するフランスにおいても，自由の鞘限につなが
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る保安処分の導入を緊急に行わなければならないほど，危険な犯罪者から社
会を訪絡するという社会的な要請が大きかったということができるであろ
つc
社会を混乱させた犯罪者に対していち卒〈立法的解決を詔!ったフランスの
対応力は高く評錯すべきである。ただ，保安処分が導入され法的な制度が整
備されたが，憲法院の判断から保安留置の遡及適用が禁止されたため，現実
的に保安監霞処分が適用されるまでにはしばらく時間がかかることから，そ
の運用などについては今後の展開を待たなければならない。
今後，わが国においても，処遇困難な犯罪者対策を考えるとで，保安処分
導入に至るまでのこれまでのフランスの歩みは大いに参考になるものと思わ
れる。
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